














　2011 年 3 月の福島第一原子力発電所事故は，東日本の広域で環境汚染を引
き起こした。原発敷地外に飛散した放射性物質への対処は既存の原子力法制と











2019 年 6 月末の時点でも約 23.6 万トンに上り，福島をはじめとする 11 都県で，
農地やごみ焼却施設，浄水施設，下水処理施設などで一時的に保管されている。


























































































は，対策地域外にある 8,000 Bq/kg 超の廃棄物を保管する市町村などが国に
申請し，指定を受けることで処理の責任や費用負担が国に移る仕組みになって
いる。そのため 8,000 Bq/kg 超であっても，保管の負担や風評被害を避けた
い地元の判断により，指定を受けていない廃棄物も存在する。






　国が責任を負う基準となっている 8,000 Bq/kg という数値は，2011 年 6 月
3 日に原子力安全委員会が示した「東京電力株式会社福島第一原子力発電所事
故の影響を受けた廃棄物の処理処分等に関する安全確保の当面の考え方につい
（3）　福島県内の特定廃棄物のうち 10 万 Bq/kg を超えるものや除染廃棄物は，国が大熊町および
双葉町で建設・操業する中間貯蔵施設で 30 年間にわたって保管されることが決まっているが，











リアランス・レベル）が 100 Bq/kg であることから，8,000 Bq/kg 以下の廃
棄物を一般廃棄物と同様に処分してよいとした特措法の処理枠組みには，強い
批判が存在する（熊本 2014; まさの 2017）。
表 2　事故由来汚染廃棄物の分類












通常の廃棄物 特定一般廃棄物 8,000 Bq/kg 以下の一
般廃棄物
市町村 廃棄物処理法





























































所は 2017 年 12 月末時点で約 160 箇所に分散しており，そのうち 126 箇所は民
間農家の敷地内での一時保管である。汚染濃度は 30,000 Bq/kg 以下の廃棄物
が多い宮城県や茨城県と比べて高く，1,000 トン以上の廃棄物が指定申請時で
30,000 Bq/kg を超えていた。その後の再測定による推計では，原発事故から





り，栃木県では死者 4名，負傷者 133 名（うち重傷 7名），住家全壊 261 棟，









ものの（服部 2012: 2014; 杉本 2013; 2015; 津川 2016a; 2016b），学術的な分析は未だ限られてい
る（村山／高本 2017）。
（5）　栃木県「地震による被害状況（人的被害・住家被害・ライフライン・道路状況）及び避難状
況」（2019 年 3 月 1 日，http : //www.pref.tochigi.lg.jp/kinkyu/higaihinan.html）。















（焼却灰） 147 17,361～18,885 4,700～15,000
民間施設（宇都宮市） その他（腐葉土） 0.115 28,642 21,000
民間施設（宇都宮市） その他（汚泥） 0.05 54,700 40,000
農林業系（鹿沼市） 腐葉土 95 21,160 2,100
農林業系（鹿沼市） 腐葉土 2 14,500 9,700
日光市クリーンセンター
（日光市） 焼却灰 556.37 8,200～15,870 5,600～13,000
今市浄水場（日光市） 浄水発生土 44 9,300～36,000 6,700
広域クリーンセンター




（焼却灰） 681 17,361～18,885 5,600～8,100
農林業系（大田原市） 稲わら 3.9 93,000 72,000
農林業系（大田原市） 稲わら 2.1 29,000 25,000
寺山浄水場（矢板市） 浄水発生土 250 18,130 5,800
那須塩原クリーンセンター
（那須塩原市）
焼却灰 1701 8,740～57,400 1,800～24,000
その他




（焼却灰） 520 17,361 10,000～15,000
鳥野目浄水場（那須塩原市） 浄水発生土 182 9,200～32,000 710～6,600
千本松浄水場（那須塩原市） 浄水発生土 89 13,700～40,000 1,600～2,300
北那須水道事務所
（那須塩原市） 浄水発生土 56.88 8,300～26,000 2,800～29,000
民間施設（那須塩原市） その他（汚泥） 7.6 33,000 4,000
農林業系（那須塩原市） 稲わら 23 156,000 3,700
農林業系（那須塩原市） 稲わら 5.5 345,000 120,000






農林業系（那須塩原市） 牧草 22 9,387 3,700
農林業系（那須塩原市） 牧草 7.5 38,065 3,300




（焼却灰） 852 17,361～29,945 6,800～15,000
農林業系（塩谷町） 牧草 22.8 17,719 16,000
鬼怒水道事務所（高根沢町） 浄水発生土 66.6 10,800 5,100
民間施設（那須町） その他（浄水発生土） 2 15,300 2,900
民間施設（那須町） その他（焼却灰） 10.5 8,800～15,800 4,000
農林業系（那須町） 稲わら 2.7 91,000 65,000
農林業系（那須町） 稲わら 1.8 103,000 61,000
農林業系（那須町） 稲わら 0.1 202,200 35,000
農林業系（那須町） 牧草 87.3 20,241 5,800
農林業系（那須町） 牧草 58.5 29,054 9,100
農林業系（那須町） 牧草 12.6 16,951 5,600
農林業系（那須町） 牧草 10.4 19,606 1,400
農林業系（那須町） 牧草 3.3 56,185 21,000
農林業系（那須町） 堆肥 63 10,800 3,300
農林業系（那須町） 堆肥 24.5 21,407 5,000
農林業系（那須町） 堆肥 23 91,803 17,000
農林業系（那須町） 腐葉土 250 99,000 1,400～84,000
（出所）　環境省（2016b）に基づき作成
3.2　最終処分場候補地の選定と撤回









（2015 年 3 月 30 日更新，https : //www.city.yaita.tochigi.jp/soshiki/kurashianzen/shiteihaiki 
butsu1.html）にまとめられている。













































　栃木県内における第 1回の「指定廃棄物処理促進市町村長会議」は 2013 年




























































































































































た環境省は，翌 20 日にその旨を関係 5県に通知している。



















　2013 年 12 月 24 日に開かれた第 4回の市町村長会議では，環境省が 9月 20
日付で県内 26 市町に実施したアンケート調査を踏まえ，栃木県における候補
地選定手法が示された。アンケートによれば，県内に処分場を設置すべきとし




























　選定作業に進んだ環境省は，2014 年 7 月 30 日に塩谷町上寺島（寺島入）の





























）。22 日には，町内の自治会・商工会・観光協会など約 100 団体
で組織された「塩谷町民指定廃棄物最終処分場反対同盟会」が，「基本方針」
の見直しを国に働きかけるよう求める要望書を福田知事に提出する。












状」（2019 年 1 月 11 日最終更新，https : //www.town.shioya.tochigi.jp/forms/info/info.aspx? 
info_id=34321）を参照した。
（12）　候補地周辺では，1979～1985 年と 1995 年の 2度にわたり，国や民間企業による開発計画が
町民の反対運動によって阻止されてきた。こうした過去の経験は，塩谷町における活発な反対運
動の重要な背景を成しているだろう。塩谷町『指定廃棄物処分場対策班だより』第 22 号，2017



























町 2014b），11 月 28 日には新たな質問書を環境大臣に提出している（塩谷町




選定過程を検証するとして独自に設置した指定廃棄物処分等有識者会議は，2014 年 8 月から













る。環境省は 2015 年 5 月から 9月までに宇都宮市と大田原市で計 3回の県民
向けフォーラムを開催したが，塩谷町は同省による町内での説明会の開催を拒
んでいる。この代替措置として，同省は 2015 年 9 月 30 日に塩谷町の全世帯に
ダイレクト・メールを送付し，処分場計画についてのアンケートへの回答を求
めた。町はこれに抗議したが，10 月 29 日には質問に回答するかたちで，計画
への理解を促す内容のダイレクト・メールが再度送付された。環境省によれば，







2015 年 9 月に公表した県内の一時保管者に対するアンケート結果によれば，







（14）　2015 年 1 月に栃木県民を対象として実施された質問紙調査によれば，環境省の発生県内で
の処分案に対して賛成と答えた回答者は全体の 36％，県内での処分案に賛成した回答者は 41％，
一時保管を継続する案を選択した回答者は 38％であった（村山／高本 2017: 12─13）。
（15）　「処分への道筋，首長 21 人が明確な回答避ける 候補地選定 1年でアンケート」『下野新聞』













町は 11 月 20 日に町民への報告会を開き，候補地が処分場に適していないこと
が再確認されたとして，候補地選定結果の「返上」を表明し，今後は国に対応
する立場でなくなると宣言した。町は県内の全市町長に経緯を説明した上で，
12 月 7 日に環境省を訪問し，返上を申し入れている（塩谷町 2015）。
　塩谷町での詳細調査実施がかなわない環境省は，栃木県との協議を進める一
方で，他県での要望などに応えて，8,000 Bq/kg を下回った指定廃棄物の指定






















　こうして 2016 年 6 月から 9月に，公共施設等 19 箇所で保管する指定廃棄物
（焼却灰・浄水発生土・汚泥等）5,396 トンおよび農地など 19 箇所で保管する
農林業系指定廃棄物（稲わら・牧草・腐葉土・堆肥）771 トンを対象に再測定
が実施された。その結果，8,000 Bq/kg 超のものは全体の 54.5％ であった
（環境省 2016b）。このデータは第 8回市町村長会議（10 月 17 日）で報告され，
環境省は，農業系の指定廃棄物については 8,000 Bq/kg を下回っているもの
も相当量あると見込まれることから，中間処理による減容化や集約化などを含
めて，農家等の保管者の負担軽減の対策を講じたいとした。その一方で同省は，














　処分計画が行き詰まった環境省は，2017 年 7 月 10 日に指定廃棄物を一時保
（16）　環境省は，宮城県や栃木県での詳細調査候補地における反対運動の展開と第 8回の有識者会
議（2015 年 4 月 13 日）における議論を踏まえ，集約と長期保管を経て汚染濃度が低下した指定











　環境省はこれに先立つ 2017 年 3 月に指定廃棄物（稲わら，牧草，堆肥）を
一時保管している農家を対象に訪問調査を実施し，7市町の対象 124 名のうち，
6 市町 111 名の意向を確認している（環境省 2017）。それによれば，一時保管
が長期にわたることについて，「早く持って行ってほしい（なくしてほしい）」




























　その後，2018 年 6 月に那須町の平山幸宏町長が環境省案に前向きな考えを
示したことを皮切りに，8月には矢板市の斎藤淳一郎市長，9月には那須塩原



































2012年 1 月 1 日 放射性物質汚染対処特措法が全面施行
2012年 1 月20日 環境省が「指定廃棄物の処理に向けた基本的な考え方について」を公
表
2012年 3 月30日 環境省が「指定廃棄物の今後の処理の方針」を公表
2012年 9 月 3 日 環境省が栃木県内の最終処分場建設候補地に矢板市の国有林を選定
2013年 2 月25日 環境省が「指定廃棄物の最終処分場候補地の選定に係る経緯の検証及
び今後の方針」を公表。市町村長会議の開催や有識者会議の設置を表
明
2013年 3 月16日 第 1回　有識者会議。最終処分場の安全性について了承
2013年 4 月 5 日 第 1 回　市町村長会議。最終処分場の安全性について説明
2013年 4 月22日 第 2回　有識者会議
2013年 5 月10日 第 3回　有識者会議
2013年 5 月14日 県が市町村長による指定廃棄物保管状況現地調査を実施
2013年 5 月17日 第 1回　副市町長会議（県主催）
2013年 5 月21日 第 4回　有識者会議。候補地の選定手順案について了承
2013年 5 月27日 第 2回　市町村長会議。候補地の選定手順案について説明
2013年 7 月16日 第 5回　有識者会議
2013年 8 月 5 日 第 2 回　副市町長会議
2013年 8 月27日 第 3回　市町村長会議。県内処理方針，候補地選定手順案について説
明
2013年 9 月20日 国が指定廃棄物の処理に関する市町村アンケートを実施
2013年10月 4 日 第 6回　有識者会議。評価項目・評価基準等の基本的な案について了
承
2013年11月 1 日 第 3回　副市町長会議
2013年12月17日 第 4回　副市町長会議
2013年12月24日 第 4回　市町村長会議。栃木県における候補地の選定手法を確定
2014年 4 月 9 日 福田知事が環境省を訪問し，石原環境大臣らと会談。環境省が地域振
興策および風評被害対策の概要を提示
2014年 7 月22日 県が栃木県指定廃棄物処分等有識者会議を設置





2014年 7 月30日 井上環境副大臣が塩谷町を訪問し，詳細調査候補地を提示
2014年 7 月31日 第 5回　市町村長会議。詳細調査候補地の選定結果を説明
2014年 8 月17日 塩谷町長らが宮城県加美町主催の住民集会に出席
2014年 8 月20日 第 1回　栃木県指定廃棄物処分等有識者会議。
2014年 8 月25日 井上環境副大臣が候補地及び塩谷町を訪問し，選定経緯の詳細を説明










2015年 1 月16日 小里環境副大臣が塩谷町を訪問し，塩谷町からの質問に回答
2015年 3 月16日 第 3回　栃木県指定廃棄物処分等有識者会議
2015年 4 月13日 第 8回　有識者会議
2015年 5 月14日 第 1回　環境省と考える指定廃棄物の課題解決に向けたフォーラム
2015年 6 月22日 第 2回　環境省と考える指定廃棄物の課題解決に向けたフォーラム
2015年 7 月 8 日 第 4 回　栃木県指定廃棄物処分等有識者会議





2015年12月 7 日 塩谷町長が環境省を訪問し，候補地選定結果の返上を申し入れ
2016年 2 月 4 日 茨城県内の指定廃棄物について分散保管の継続が決定
2016年 2 月15日 環境省が返上申し入れへの回答書を塩谷町に送るも，町は同日中に返
送
2016年 3 月16日 第 9回　有識者会議
2016年 4 月28日 8,000 Ba/kg を下回った指定廃棄物の指定解除を可能にする省令を施
行
2016年 5 月23日 第 7回　市町村長会議。汚染濃度の再測定について説明
2016年 7 月23日 千葉市で保管されていた指定廃棄物が全国で初めて指定を解除される
2016年 9 月14日 環境省が塩谷町を訪れ詳細調査への協力を改めて依頼するも，町は拒
否
2016年10月17日 第 8回　市町村長会議。汚染濃度の再測定結果を報告






2017年 7 月10日 第 1回　保管農家の負担軽減策に関する市町長会議
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